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平成24年4月13日 

各 位 

会 社 名 日本ハム株式会社 

代表者名 代表取締役社長 竹 添  昇 

 （コード：２２８２、東証・大証第１部） 

問合せ先 広報ＩＲ部長  中 島  茂 

 （TEL．０６－６２８２－３０３１） 

 

 

ハム・ソーセージ生産工場の会社分割による連結子会社への承継に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の茨城工場、小野工場、兵庫工場、徳島工場における事業を、

当社 100％出資の連結子会社である日本ハムファクトリー株式会社（以下、ＮＨファクトリーといいます）に

承継させる吸収分割（以下、本会社分割といいます）を行うことを決議するとともに、本会社分割に伴う従業

員の転籍および出向について、本日労働組合に申し入れを行いましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 なお、本会社分割は当社の 100％子会社に事業部門を承継させる簡易吸収分割であるため、開示事項・内容

を一部省略して開示しております。 

 

記 

 

１．本会社分割の目的 

 ハム・ソーセージ事業を取り巻く市場環境は、国内市場の縮小や価格競争の激化、更には原材料の高騰や輸

入品の増加など、厳しい状況が続いております。このような中、当社グループにおいては、安全・安心を基本

にしてコスト競争力を強化すること、また機動的な事業運営体制を構築することが、激変する市場環境へ柔軟

に対応するための最重要課題と認識しておりました。 

このような問題認識に対し、平成22年10月にはハム・ソーセージ生産子会社であった静岡日本ハム㈱と長

崎日本ハム㈱を合併させＮＨファクトリーを設立致しましたが、効率化を更に加速し、競争力をより一層高め

るためには、当社の茨城、小野、兵庫、徳島の各工場を、簡易吸収分割の方法によりＮＨファクトリーへ集約

することが不可欠と判断しました。 

本会社分割に合わせて、グループ全体のハム・ソーセージの生産体制を機能に応じて最適化すると共に、生

産のプロフェッショナルを育成することで、現場力の強化を図ってまいります。また、生産設備の更新や高生

産性ラインの導入を行い、高い品質の維持と生産効率の向上、コスト競争力の強化とシェアアップに取り組ん

でまいります。 

 

２．本会社分割の要旨（予定） 

（１）本会社分割の日程 

分 割 契 約 の 取 締 役 会 承 認 

（当社及びＮＨファクトリー）  
平成24年4月13日 

分 割 契 約 の 締 結 平成24年4月20日（予定） 

分 割 契 約 の 株 主 総 会 承 認 

（ Ｎ Ｈ フ ァ ク ト リ ー ） 
平成24年5月28日（予定） 

分 割 効 力 発 生 日 平成24年10月1日（予定） 
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  （注）本件吸収分割は、分割会社である当社においては会社法第784条第3項に定める簡易吸収分割に該

当することから、当社の株主総会の決議を得ずに行う予定です。 

 

（２）本会社分割の方式 

  当社を分割会社とし、ＮＨファクトリーを承継会社とする吸収分割です。 

  

（３）本会社分割に係る割当ての内容 

  承継会社であるＮＨファクトリーは、本会社分割に際して普通株式11,000株を発行し、当社に割当て交付

します。 

 

（４）本会社分割に伴う分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

  当社の新株予約権及び新株予約権付社債の地位に変更はありません。 

 

（５）本会社分割により増減する資本金 

  本会社分割による当社の資本金の増減はありません。 

 

（６）承継会社が承継する権利義務 

承継会社であるＮＨファクトリーは、当社のハム・ソーセージ事業に係る資産・負債及び契約上の地位、

その他の権利・義務を吸収分割契約に定める範囲において、分割会社である当社から承継します。   

 

（７）債務履行の見込み 

  当社から当社の 100％子会社であるＮＨファクトリーに対する簡易吸収分割であり、効力発生日以降にお

ける当社及び承継会社であるＮＨファクトリーが負担すべき債務については、いずれも債務履行の見込みに

問題はないと判断しております。 

 

３．分割当事者の概要（平成24年4月1日現在） 

 日本ハム株式会社（分割会社） 日本ﾊﾑﾌｧｸﾄﾘｰ株式会社（承継会社） 

本店所在地 大阪市中央区南本町3丁目6番14号 静岡県榛原郡吉田町大幡350番地3 

代表者 代表取締役社長 竹添 昇 代表取締役社長 井手 弘 

事業内容 肉製品製造業、食肉卸売業 ハム・ソーセージの製造販売 

資本金の額 24,166百万円 450百万円 

設立年月日 昭和24年5月30日 昭和60年2月7日 

発行済株式総数 228,445,350株 9,000株 

決算期 3月31日 3月31日 

大株主及び持株比率 

(発行済株式総数に対する

所有株式数の割合) 

（平成23年9月30日現在） 

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行㈱   7.57％ 

自社(自己株式)       6.88％ 

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱  4.56％ 

㈱百十四銀行        3.96％ 

明治安田生命保険(相)    3.22％ 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行    3.21％ 

日本ハム株式会社     100.00％ 
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（１）直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 日本ハム株式会社（個別） 日本ハムファクトリー株式会社（個別）

決算期 平成23年3月期 平成23年3月期 

純資産 186,380百万円 4,921百万円 

総資産 415,878百万円 8,235百万円 

１株当たり純資産 875.27円 546,777.78円

売上高 668,973百万円 11,888百万円 

営業利益 8,365百万円 769百万円 

経常利益 15,308百万円 778百万円 

当期純利益 7,265百万円 437百万円 

1株当たり当期純利益 34.16円 48,555.56円

 

 日本ハム株式会社（連結） 

決算期 平成23年3月期 

当社株主資本 281,067百万円 

総資産 590,688百万円 

１株当たり当社株主資本 1321.37円

売上高 989,308百万円 

営業利益 33,175百万円 

税引前当期純利益 29,523百万円 

当期純利益 16,731百万円 

1株当たり当期純利益 78.67円

 

４．分割する事業部門（ハム・ソーセージ部門）の概要 

（１）本会社分割の対象事業の概要 

 茨城工場 小野工場 兵庫工場 徳島工場 

住 所 茨城県筑西市 兵庫県小野市 兵庫県加古川市 徳島県名西郡 

敷 地 面 積 約89,000㎡ 約30,000㎡ 約56,000㎡ 約66,000㎡ 

操 業 開 始 年 月 1963年 4月 1996年 2月 1969年 5月 1974年 10月 

主 た る 製 造 品 目 ハム・ソーセージ ハム・ソーセージ ハム・ソーセージ ハム・ソーセージ

従 業 員 数 

(平成24年2月末現在) 
769名 191名 536名 583名

生 産 高 25,981百万円 7,246百万円 11,302百万円 13,838百万円

※従業員数には正規従業員のほか、パートナー社員、パート、アルバイトを含みます。 

 

（２）本会社分割の対象資産、負債の項目及び金額（平成23年12月31日現在） 

資  産 負  債 

項  目 帳簿価額 項  目 帳簿価額 

流 動 資 産 2,313百万円 諸負債 7,498百万円 

固 定 資 産 17,903百万円   

合  計 20,216百万円 合  計 7,498百万円 

※分割する資産、負債の記載金額は、平成23年12月31日現在の当社の貸借対照表その他同日付の計算を基礎

としたものです。分割効力発生日において、その前日までの分割する資産、負債の増減を加除した上で確定

するため、本分割の対象資産、負債の金額は、上記金額から変動する可能性があります。また、ＮＨファク
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トリーが当社から賃借するＮＨファクトリーの長崎工場、本社工場の敷地も本会社分割によりＮＨファクト

リーへ承継させる予定です。 

 

（３）本会社分割の対象事業部門の営業成績（４工場の単純合算） 

 ハム・ソーセージ部門(a) 平成23年3月期連結実績(b) 比 率(a/b)

売 上 高 63,441百万円 989,308百万円 6.4％ 

※(ａ)は、連結消去前かつ内部管理上のハム・ソーセージ部門の売上高であり、前述の工場の生産高合計とは

一致しません。 

 

５．本会社分割後の当社（分割会社）及びＮＨファクトリー（承継会社）の状況（予定） 

 日本ハム株式会社（分割会社） 日本ﾊﾑﾌｧｸﾄﾘｰ株式会社（承継会社） 

本店所在地 大阪市中央区南本町3丁目6番14号 静岡県榛原郡吉田町大幡350番地3 

代表者 代表取締役社長 竹添 昇 代表取締役社長 井手 弘 

事業内容 肉製品製造業、食肉卸売業 ハム・ソーセージの製造販売 

資本金の額 24,166百万円 1,000百万円 

設立年月日 昭和24年5月30日 昭和60年2月7日 

発行済株式総数 228,445,350株 20,000株 

決算期 3月31日 3月31日 

 

６．今後の見通し 

 本会社分割において、当社からＮＨファクトリーへ転籍にする対象職員へは、当社規程に基づく退職金に加

えて特別加算金を支給する予定です。これら退職金等が連結業績に与える影響については、その額が確定し、

開示すべき事項となった場合には、適切にお知らせしてまいります。なお、当該特別加算金は、対象者全員が

転籍した場合、約25億円程度となります。（当該特別加算金は平成25年3月期決算において原価及び費用の「そ

の他」に計上する予定です。） 

 本会社分割に関して、当社はＮＨファクトリーから配当金合計約167億円を受領する予定ですが、利益剰余

金を原資とする配当金約 41 億円については、当社個別業績において平成 24 年 5 月中旬に公表予定の平成 24

年3月期決算における次期業績予想に織込む予定です。なお、その他資本剰余金を原資とする配当金約126億

円については、会計上資本の払い戻しに該当するため、当社個別業績への影響はありません。また、本件配当

金合計約167億円の受領に伴う連結業績への影響はありません。 

 

 

以 上 

 

 

（ご参考）当期連結業績予想（平成24年1月31日公表分）及び前期連結実績   

 連結売上高 連結営業利益 連結税前利益 連結当期純利益 

当期連結実績予想 

（平成24年3月期） 
1,020,000百万円 26,000百万円 25,500百万円 11,000百万円

前期連結業績 

（平成23年3月期） 
989,308百万円 33,175百万円 29,523百万円 16,731百万円

 

 


